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研究成果の概要（和文）：　本研究では，市町村国民健康保険および介護保険の市町村単位の特別会計データを用いて
，国・県からの財政移転や保険制度間の財政移転，および市町村の一般会計からの繰入が，地域の医療や介護需要の変
動や地域格差に起因する財政的ショックや地域的不平等をどのように緩和し，それによって各市町村の保険料金の安定
化や平衡化がどのように行われているのかについて明らかにした．また，介護保険については同じように特別会計デー
タを用いて，要介護認定率に地方の財政状況がどのような影響を与えるかを分析した．

研究成果の概要（英文）：This study utilizes individual municipal data for the National Health Insurance an
d the Long-term Care Insurance Programs, which are administered by Japanese municipalities. The main purpo
se is to decompose the stabilization and redistribution effects on regional premiums for those municipal p
rograms exerted by transfers from the national government, prefectural government, and the general budgets
 of municipal government to the municipal special accounts. This study also examines the effects of fiscal
 climates on the eligibility assessment on the needs for long-term care in the municipal Long-term Care In
surance Programs.
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１．研究開始当初の背景 
 
現在の日本においては少子高齢化や所得

格差拡大の中で社会保障全般が大きな問題
になっている．日本の場合，社会保障に占め
る地方歳出の割合は先進国のなかでも突出
しており，地方財政を抜きに社会保障の改革
を語ることはできない．さらに，社会保障制 
度のうち，介護保険および国民健康保険とい
う主要な社会保険の保険者は主に基礎自治
体（市町村）であり，この意味で，他国では
例をみない社会保険の運営がなされている． 
これら 2 つの地域保険は市町村という小規
模な単位を保険者とするため，地域的に財源
を再分配したり，保険リスクをシェアしたり
するための，幾重にもわたる財政調整制度が
存在している． 
介護保険の場合，全給付額の半分が公費

（税負担）となっており，国と都道府県も一
定割合を負担している．さらに第 2 号被保険
者の保険料は全国でプールされ給付額の一
定割合として保険者に交付される．また，財
政的に脆弱な保険者に対しては調整交付金
もある．国民健康保険については，給付額の
一定割合が国と都道府県により負担される
上に，調整交付金，低所得者の保険料軽減の
ための公費負担，高額医療費共同事業や保険
財政安定化事業などがある． 
介護保険も国民健康保険も「保険」である

ため，税負担以外の部分は保険料で賄われて
いる．しかし，既述の幾重にもわたる財政調
整制度が存在するにもかかわらず，それらの
保険料には大きな地域間格差が存在してい
ると考えられる．したがって，保険者間の財
政調整制度がどれくらい機能しているのか，
換言すれば，財政調整の地域間再分配機能と
リスク・シェアリング機能がどの程度存在す
るかを数量化し，評価することは，今後の地
域保険のあり方を考えるにあたって重要な
ことと考えられるであろう． 
介護保険と国民健康保険における保険給

付には，保険者たる市町村の一般会計からの
公費（税財源）も投入される．したがって，
これら地域保険の運営は，地方の財政状況に
影響をうけると考えられる．例えば，介護保
険の認定率は地方の財政状況が悪化するほ
ど低くなるかもしれないし，市町村毎に異な
った保険料も財政的要因を初めとしたどの
ような地域要因によって決定されるかを明
らかにすることも重要な課題であろう． 
介護保険や国民健康保険については，財政

学や経済学の分野においても，多くの研究が
行われてきたが，日本では経済学的な観点か
ら，保険者間の再分配やリスク・シェアリン
グの検証を市町村単位のデータを用いて検
証した研究は存在しないようである．また，
地方財政状況が市町村の保険者としての行
動に与える影響をさぐった研究はいくつか
存在するが，その研究の蓄積は十分であると
は言えない． 

２．研究の目的 
 
本研究では，市町村が保険者である介護保

険および国民健康保険の改革を念頭におい
て，地域保険制度と地方財政のあり方を市町
村単位の保険者データを用いて経済学的に
分析することを目的にしていた．具体的には，
①介護保険と国民健康保険では，財政調整制
度によってどのような地域間再分配とリス
ク･シェアリングが行われてきたか，②保険
者（地方公共団体）の財政状況は保険者の行
動（介護保険の場合の認定率の設定など）に
どのような影響を与えてきたか，そして，③
これら地域保険の保険料はどのように設定
されてきたかなどについて，経済理論を踏ま
えて実証分析を行い，日本の地域保険と地方
財政のあり方を考えることを目的としてい
た． 

 
 

３．研究の方法 
 
本研究では，既述のとおり，①介護保険お

よび国民健康保険における地域間再分配と
リスク･シェアリング，②市町村の財政状況
が地域保険の運営に与える影響，および，③
保険料設定に関する経済理論的な考察の 3 
点に関する計量経済学的な実証分析を行う
予定であった．結果として③については期間
内には十分な分析を行うことができず，2014
年 5月現在，具体的な論文としては結実して
いないが，実質的な分析を進めている現状で
ある． 
これら研究には次のような方法で取り組

んだ．(a)関連する経済理論分析･実証分析の
サーベイ･整理，(b)計量経済分析のために必
要な市町村データの収集･整理，および，(c)
既述の 3 課題を適切に分析しうる推定モデ
ルの開発と推定である．さらに，適切な分析
を行うためには，(d)分析の対象となる地域
保険制度の十分な制度的理解が必要となる
ため，関連する行政資料や社会福祉･行財政
関連の文献渉猟し，時には実務家や研究者な
どを招いた研究会を開催して，文献では得ら
れない情報を収集した． 
 
 
４．研究成果 
 
今回の研究における主要な成果は以下の 5

つにまとめられる．第 1 は，市町村国民健康
保険の市町村単位の特別会計データを用い
て，国・県からの財政移転や保険制度間の財
政移転，および市町村の一般会計からの繰入
が，地域の医療需要変動に起因する財政的シ
ョックをどのように緩和し，それによって各
市町村の保険料のスムージング（安定化）が
行われているのかについて明らかにした．具
体的には，①諸々の財政移転制度によって，
保険料にはほぼ 100％の安定化効果をみるこ



とができる，②うち被用者保険などの制度間
財政調整と国からの財政移転である国庫支
出金が 6 割以上の貢献をしている一方で，③
都道府県内の共同事業の貢献度が 2000 年代
後半から増加していることを示すことがで
きた．この結果については，“Channels of 
Stabilization in a System of Local Public Health 
Insurance: A Case of the National Health 
Insurance in Japan”と題した論文にまとめ東京
大学日本経済国際共同研究センターのディ
スカッションペーパー（CIRJE847）として刊
行している（なお，当該論文は次の 3 つのカ
ンファレンスで，既述の論題とは若干異なる
題名で発表ししている）．  
 第 2 に，同様のデータを用いて市町村国保
間の再分配効果もジニ係数を用いて分析し
た．具体的には国・県からの財政移転や保険
制度間財政調整，および市町村の一般会計か
らの繰入などが，国保保険料（税）の市町村
間の保険財政の指標分布にどのような影響
を与えているかを，論文“Regional Equalization 
and Stabilization in the Japanese System of 
National Health Insurance,” Public Policy 
Review 9(1), 33-50, 2013.で発表している．この
論文は第 1 の CIRJE847 の分析を若干変化し
て，①追加的に財政移転全体の効果は徐々に
低下していることを示すと共に，1 人当り給
付と 1 人当り保険料収入に関して時系列的な
ジニ係数を算定した．その結果，②給付の不
均衡は財政移転によって保険料の不均衡ほ
ど酷くないこと，しかし，③その不均衡は給
付および保険料とも徐々に拡大しているこ
とを示すことができた． 
 第 3 に介護保険について市町村単位の保険
者データを用いて，介護認定が市町村の財政
状況によって影響をうけるか否かを明らか
にした．この研究は未だ manuscript の状態で
あり刊行には至っていないが，“Compromise 
at the Margins: Needs Categories, Age Cohorts 
and Eligibility Assessments in the Japanese 
Long-term Care Insurance”と題した論文とし
て，2012 年度日本応用経済学会秋季大会（明
海大学）にて発表を行った．具体的には介護
認定率に市町村の財政状況が与える影響を
要介護別のデータを用いて検証した．仮説と
して設定していた命題は，要介護度が高くな
るほど，介護認定率は市町村の財政状況から
影響を受けにくくなるというものであった
が，検証の結果，そのような明確なパターン
は確認できなかった． 
  第 4 に，上の第 1 と第 2 の分析手法を介護
保険の安定化効果と平衡化効果の検証に応
用し，市町村国保のそれらとの比較分析を行
った．この分析は「地域保険における財政安
定化の検証」と題した日本語論文としてまと
められ，2013 年度の日本応用経済学会（法政
大学），公共選択学会（駒澤大学），中京大学
でのセミナーで発表を行った．特に介護保険
においては 3 年に 1 度保険料の改定を行い，
その改定の際には地域の介護給付の総量と

保険者の収入の総量が等しくなるように保
険料が決定されるため，①介護保険では市町
村国保に比べて，保険料自体の変動は大きい
という仮説を立てていたが，そのような効果
は検証できなかった．その一方で，②市町村
国保における各種の財政移転の効果は毎年
変動しているのに対し，介護保険では各種の
財政移転の効果は比較的安定もしくは徐々
に変化していることがわかった．さらに，平
衡化効果に関しても市町村国保と介護保険
間で比較を行った．その結果，③市町村国保
と介護保険の双方で，制度間財政調整と国庫
支出金の国家が最も大きく，ともに全体の平
衡化効果の約 3 割程度を占めることが判明し
たが，④毎年の変動をみると介護保険のほう
がより安定的であることを示ことができた． 
 最後に上記の研究を，上記の地域保険の安
定化効果と平衡化効果の分析手法にさらな
る考察を加え，その手法を一般化し，既存の
分析手法を批判的に検討した論文へと発展
させた．具体的には，①地域間の安定化効果
の分析で頻繁に利用される Asdrubali et al. 
(1996) [Channels of interstate risk sharing: 
United States 1963-1990. Quarterly Journal of 
Economics 111(4), 1081–1110.]の手法を批判的
に検討し，それが Shorrocks (1982) [Inequality 
decomposition by factor components. 
Econometrica 50(1), 193-211]による不平等指
標分解法の特殊ケースであることを明らか
にした．ただし，②その用法は Shorrocks が
求める条件を満たして折らず，Asdrubali et al.
による分析方法は，その推計する指標の解釈
において幾つかの矛盾を起こすことも示す
ことができた．この問題は Asdrubali et al.が各
指標に変化率を用いることに起因するもの
であり，ここではその代わりに 1 人当りの数
値を用いることを提唱した．そうすることに
より，③Asdrubali et al.が安定化効果の分析に
用いた分析を，Shorrocks が本来意図していた
不平等指標の分析として平衡化（再分配）効
果の分析にも加えて応用できることを示す
ことができる（この平衡化効果の分析を，安
定化の分析とともに，市町村国保と介護保険
を対象にして行ったのが上記第 4 の研究であ
る）．これらの分析方法に関する議論は“On 
the decomposition of interregional stabilization 
and redistribution”と題した論文にまとめ，東
京大学日本経済国際共同研究センターのデ
ィスカッションペーパー（CIRJE847）として
刊行している．なおこの論文はドイツのフラ
イブルグ大学での国際シンポジウムで発表
を行っている． 
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